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【Ⅰ】経営概況 

今年度も新型コロナウイルス（オミクロン株）の感染拡大で、前半は高齢者層を対象とする健康

生きがいづくりアドバイザー（以下、ＡＤ）の活動は慎重な取組みを余儀なくされた。後半に入り

ワクチン接種などにより感染拡大が収束に向かう中で、協議会やＡＤの活動は徐々に通常のペース

に戻りつつある。一方で、ウィズコロナ下においてオンライン活用による会議や講座・研修等の実

施により事業活動の効率化や諸経費の節減などにつながった。さらに下記重点事項の取り組み効果

もあり令和４年度の収支予算を達成した。 

 

①主力事業の維持・拡大推進 

主力３事業の中で、ＡＤ養成事業とフレイル予防事業についてはコロナ禍の影響を前半に被った

が、後半は持ち直しほぼ計画通りの結果であった。１００歳大学普及事業は、滋賀県の２市で再開

となり、その他の地域でもプレ１００歳大学などを推進した。また、生きがい情報士養成事業や業

務受託事業もほぼ計画通りの結果であった。 

②オンライン活用の推進 

オンライン（Ｚｏｏｍ）の活用により定時役員会（６月）、全国協議会ブロック会議、ＡＤ全国

大会・健康生きがい学会、財団本部の認定研修、人生１００年時代の健康生きがい新研究会などを

計画通り実施した。これらの取り組みで協議会やＡＤのＩＣＴリテラシー向上と活用が進みＡＤ・

協議会・財団本部の新たなネットワーク（つながり）が形成されつつある。 

③ＡＤ活動支援の推進 

今年度から本格的に開始したスキルアップ研修に加えて、８０歳からの生き方研究会の成果物と

して「８０歳からのいきいきライフ」を１２月に上梓しＡＤ向けの特別販売と一般販売を開始する

とともに、協議会向けに同タイトルの講座をオンラインなどで開始した。また、財団事業案内（第

２版）、新しくフレイル対策冊子などを発行して協議会やＡＤの事業活動を支援した。 

④業務合理化と経費節減の推進 

主力事業の拡大に加えて、事業収支の改善策として、フレイルチェック資材の外注による合理

化、オンライン活用による事業費（旅費交通費、会議費など）の削減、管理費（人件費、リース

料、租税公課など）の見直しなどにより事業支出の節減に努めた。その結果、事業収入の増加によ

り事業収支差額は予算に対して１６．５％赤字縮減となった。 

 

【令和４年度の収支決算のポイント】  

今期前半は、ＡＤ養成事業、フレイル予防事業などの進捗が遅く厳しい年間見込をしていたが、

後半に入り両事業が順調に回復して事業活動収入は、対予算５．９％の増加となった。一方、支出

では制作・出版費などの増加要因があったが、他の事業費や管理費の削減努力により事業活動支出

は対予算の３．６％の減少となった。事業活動収支差額は、予算額△１６，５２２千円に対し決算

額は△１３，８０１千円となり２，７２１千円（対予算１６．５％）の減少となった。この結果、 

当期収支差額は、予算額△１７，０２２千円に対し決算額△１３，８０１千円に対して（対予算

１８．９％）の赤字縮減となった。次期繰越収支差額は、２７，３４２千円から３２，６１４千円

と５，２７２千円（対予算１９．３％）の増加となった。 
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表１．【令和４年度収支計算書概要（単位 千円）】 

科目 

 

予算額 

（１） 

決算額 

（２） 

差異 

（２）―（１） 

対予算％ 

（２）÷（１） 

【事業活動収入の部】 

①事業収入 

②事業外収入 

＊事業活動収入 

 

 ２１，２６９ 

１，２１４ 

２２，４８３ 

 

２２，８９１ 

９２７ 

２３，８１８ 

 

１，６２２ 

△２８７ 

１，３３５ 

 

１０７．６ 

７６．３ 

１０５．９ 

【事業活動支出の部】 

③事業費支出 

④管理費支出 

＊事業活動支出 

 

１６，８３７ 

２２，１６８ 

３９，００５ 

 

１６，７５４ 

２０，８６５ 

３７，６１９ 

 

△８３ 

△１，３０３ 

△１，３８６ 

 

９９．５ 

９４．１ 

９６．４ 

【事業活動収支の部】 

⑤事業活動収支差額 

 

△１６．５２２ 

 

△１３，８０１ 

 

２，７２１ 

 

８３．５ 

⑥投資活動収入 

（基本財産取崩収入） 

０ ０ ０ ― 

⑦予備費 ５００ ０ △５００ ― 

⑧当期収支差額 △１７，０２２ △１３，８０１ ３，２２１ ８１．１ 

⑨前期繰越収支差額 ４４，３６４ ４６，４１５ ２，０５１ １０４．６ 

⑩次期繰越収支差額 ２７，３４２ ３２，６１４ ５，２７２ １１９．３ 

（備考）収支決算書（案）の収支計算書に関しての留意事項 

①予算額（１）の管理費支出には給与支出額（１１，１２０千円）を含めている。 

②決算額（２）の事業費支出には管理費の事業活動に配賦すべき給与額（１０，３３９千円）を 

 各事業項目毎に配分している。 

 

【Ⅱ】事業活動の概要 

１．ＡＤ養成事業 

（１）事業の概況 

 ＡＤ養成講座受講者の減少傾向が続く中で、令和元年に新テキストを制作・発行し、受講料改訂

による受講者の再拡大を目指したが、コロナ禍の影響で受講者数の回復が遅れている。今年度は、

協議会主催養成講座の受講者数はやや回復しつつあるが、産能大学の通信講座・課程の受講者数は

昨年度に比べて減少した。ＡＤ登録者の維持・拡大の支援策としてフォローアップ・スキルアップ

研修を年度前半に合計４回実施した。 

（２）主な取組み事項 

①ＡＤ養成講座・認定研修 

・協議会のハイブリッド（対面＋オンライン）方式でのＡＤ養成講座・認定研修の推進 

・主として通信講座・eラーニング受講者へ財団主催のオンライン認定研修を隔月で実施 

・神奈川健生協議会と養成講座の受講者増加策などにつき定期的な話合いを開始。（2回） 

②ＡＤ登録者対策 

・フォローアップ研修（７月＆９月計１８名受講）スキルアップ研修（６月＆８月計１０名受講）  

・Ｗｅｂいきがい、ＨＰで健康・生きがいに関する学習や活動に役立つ情報を毎月配信した。 
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（３）ＡＤ養成講座・認定研修・資格登録の実績 （   ）内は前年度 

①養成講座受講者 ９５名（８９名）  

・協議会：コロナ感染対策を施して１２カ所で実施した。受講者１１名増 

・産能大通信講座・課程：昨年度より受講者が 7名減少した。 

②認定研修受講者 ８２名（９９名）・認定研修受講率の低下（１７名減） 

③ＡＤ資格登録者 ８１名（８４名）・１００歳大学卒業者から５名資格取得を含む（３名減） 

④期末登録者数  ５７９名（６０１名）・ＡＤ資格登録者減少＆退会者の増加 

＊期末登録者数＝前年度登録者（６０１名）＋ 新規登録者（８１名）― 退会者（１０３名） 

表２．【ＡＤ養成事業の養成講座、認定研修、資格登録者数推移表（単位 名）】 

項目 2017 2018 2019 2020 2021 2022 
①養成講座受講者数 

・協議会養成講座 

 （開催場所数） 

・能大通信講座・課程 

・eラーニング 

１５５ 

８９ 

（２０） 

６１ 

５ 

１０８ 

５９ 

（１２） 

４６ 

３ 

１３２ 

９１ 

（１６） 

３６ 

３ 

１０７ 

６１ 

（８） 

３８ 

８ 

８９ 

５８ 

（１０） 

２６ 

５ 

９５ 

６９ 

（１２） 

１９ 

７ 

②認定研修受講者数 

＊比率（②÷①）％ 

１２６ 

８１ 

９０ 

８３ 

９６ 

７３ 

１１４ 

１０６ 

９９ 

１１１ 

８２ 

８６ 

③ＡＤ資格登録者数 

＊比率（③÷②）％ 

１１９ 

９４ 

８４ 

９３ 

７５ 

７８ 

１０８ 

９５ 

８４ 

８５ 

８１ 

９９ 

④期末ＡＤ登録者数 

＊2017年（基準） 

７６９ 

１００ 

７２５ 

９４ 

６２６ 

８１ 

６３２ 

８２ 

６０１ 

７８ 

５７９ 

７５ 

＊②１００％を上回る理由：過去の養成講座修了者、京都ＳＫＹシニア大学修了者などが受講 

 

表３．【協議会別の AD 養成講座・認定研修開催実績表（開催月＆受講者数）】  

開催協議会 養成講座 認定研修 資格登録者 

 月 名 月 名 名 

石川健康生きがいづくりＡＤ協議会 ４ ４ ５ ５ ５ 

川口健康生きがいづくりＡＤ協議会 ９ ６ 所沢 ６ ４ 

石川健康生きがいづくりＡＤ協議会 〃 ６ １０ ２ ２ 

（一社）健康生きがいづくりＡＤ北海道協議会 〃 ４ ９ ５ ５ 

（一社）神奈川健康生きがいづくりＡＤ協議会 １０ １２ １１ １２ １２ 

長岡健康生きがい創生ネットワーク 〃 ７ １２ ８ ５ 

栃木県健康生きがいづくり協議会 〃 ２ Web ２ ２ 

ＮＰＯ法人健康生きがいづくり新潟 〃 ３ 長岡 ２ １ 

山梨県健康生きがいづくりＡＤ協議会 〃 ２ Web ２ ２ 

ＮＰＯ法人ときめきライフ埼玉（所沢） １１ ４ １２ ４ ４ 

①和歌山県健康生きがいづくりＡＤ協議会 〃 １６ １ ５ ３ 

（一社）健康生きがいづくり岡山 ３ ３ 次年度 ― ― 

②ＮＰＯ法人健生ネットワーク京都 ― ― ４ ３ ２ 

③（一社）滋賀県健康生きがいいづくり協議会 ― ― ― ― ５ 

【養成講座受講者数合計（１２ヶ所）】  ６９名 ― ― ― 

【認定研修受講者数合計（ ８カ所）】    ５６名 ― 

【協議会からのＡＤ資格登録者数】     ５２名 
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①わかやまコンパクト 100歳大学（養成講座修了者と同等と見做す） 

②京都ＳＫＹシニア大学（養成講座修了者と同等と見做す） 

③１００歳大学（養成講座＆認定研修修了者と同等と見做す） 

（４）事業収支 

 事業収入は、ＡＤ資格認定と登録更新料が予算を下回ったが、産能大テキストや出版本の販売な

どで対予算３％増の１０，５４５千円となった。事業経費は、“８０代からのいきいきライフ”の

発行費用（約２００万円）の計上もあり経費削減に努めたが、対予算１４％増加の７，１１７千円

となった。事業収支（粗利益）は、対予算１４％減の３，４２８千円となった。 

            表４．【ＡＤ養成事業収支（単位＝千円）】 

科目 予算額 

(1) 

決算額 

(2) 

差異 

(2)-(1) 

予算比％ 

(2)÷(1) 

①事業収入 １０，２４１ １０，５４５ ３０４ １０３ 

②事業費支出 ６，２５２ ７，１１７ ８６５ １１４ 

③事業収支（粗利益）①－② ３，９８９ ３，４２８ △５１６ ８６ 

 

２．生きがい情報士養成事業 

（１）事業の概況   

生きがい情報士の受験者数が年々減少傾向にあり事業の縮小が続いている。今後の事業方針につ

いて指定養成校や受験者の動向などを注視しながら検討を続けている。 

（２）養成事業の実績 （    ）内は前年度 

①生きがい情報士指定養成校の認定   

・指定養成校として３校（３校）、学科数では３学科（３学科）を認定した。 

②生きがい情報士資格審査試験の実施 

・各指定養成校で実施（令和４年１２月） 受験者数：９名（１１名） 

③生きがい情報士の認定 

・生きがい情報士として前年度合格者１名を含め１０名（１３名）を認定した。 

④生きがい情報士の認定者は、１９９８年度からの累計で１２，０４５名となる。 

⑤生きがい情報士通信の発行 

・Vol.28を令和５年３月に１，０００部を作成し、生きがい情報士登録者等に配布した。 

（３）事業収支 

表５．【生きがい情報士養成事業収支（単位 千円）】 

科目 予算額 

(1) 

決算額 

(2) 

差異 

(2)-(1) 

対予算比％ 

(2)÷(1) 

①事業収入 ６４５ ８１６ １７１ １２６ 

②事業費支出 ４８８ ７１２ ２２４ １４6 

③事業収支（粗利益）①－② １５７ １０４ △５３ ６６ 
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３．フレイル予防事業 

（１）事業の状況   

 今年度の前半は、オミクロン株によるコロナ感染拡大によりフレイルサポーター（ＦＳ）研修の

見合わせやフレイルチェック（ＦＣ）の規模縮小などの影響を受けた自治体が多かったが、感染が

収束に向かい始めた後半からＦＳ研修や FC再開が進み始めたと推測される。 

 東京大学高齢社会総合研究機構（ＩＯＧ）の飯島機構長を中心とするフレイル予防チームの活動

（フレイル予防啓発、講演・研修、オンラインＦＣ全国の集いなど）や当財団を含む諸団体のフレ

イル予防啓発活動などにより、ＦＣ導入都道府県数が前年の２１から２５に拡大した。また、導入

市区町村数も前年の８０から９５に拡大した。 

この結果、当財団の資材供給自治体も前年の４０から４６に増えたが、ＦＣデータ電子化受託自

治体は前年の１４から１５の僅か１増加に留まった。 

表６．【フレイルチェック事業導入自治体（市区町村）数の推移】 

項目 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 
＊新規ＦＣ導入市区町村数 

・新規導入数 

①累計導入数 

 

２ 

５ 

 

１５ 

２０ 

 

１７ 

３７ 

 

３１ 

６８ 

 

５ 

７３ 

 

７ 

８０ 

 

１５ 

９５ 

＊財団事業の対象市区町村数 

②ＦＣ資材供給事業 

（比率％ ②÷①） 

③ＦＣデータ電子化受託事業 

（比率％ ②÷①） 

 

０ 

― 

０ 

― 

 

４ 

20% 

0 

― 

 

１０ 

27% 

３ 

8% 

 

２６ 

54% 

２０ 

29% 

 

２８ 

38% 

１２ 

16% 

 

４０ 

50% 

１４ 

18% 

 

４６ 

48% 

１５ 

16% 

（注記）東京大学（ＩＯＧ）作成資料（２０２２年３月） 

【トピックス】 

①ＮＰＯ法人 全国フレイルポーター連絡会連合会設立（令和４年５月） 

・東京大学ＩＯＧ（飯島機構長、辻客員研究員、神谷学術支援専門職員）および全国ＦＣ導入自治

体フレイルサポーターが中心となり設立した団体。主な活動はＩＯＧと連携しての諸活動（ＦＣ普

及啓発活動、オンライン全国ＦＣの集いの運営、ＦＳの情報ネットワークづくりなど） 

・当財団は、法人賛助会員（年会費３０万円）として活動を支援している。 

②フレイル予防のポピュレーションアプローチに関する声明と提言（令和４年１２月１日） 

・当財団の辻理事長（一般財団法人 医療経済研究機構・社会保険福祉協会理事長）が中心となっ

て立ち上げたフレイル予防啓発に関する有識者委員会が“フレイル予防のポピュレ―ションアプロ

ーチに関する声明と提言”を昨年１２月に公表した。今年の秋を目標に産学官民で構成する“フレ

イル予防推進会議（仮称）”の設置する予定である。 

 

（２）主な取組み事項 

①資材供給事業 

 ２年前からハンドブック、ＦＣシートなどの主要資材の印刷を外注に切り替えたことにより業務

の簡素化と費用の削減につながった。ＦＣ導入市区町村数も毎年コンスタントに増加しており安定

的な収益事業として維持・拡大を図っている。 
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表７．【フレイルチェック関連資材供給実績推移表】 

年度 受注 

市区町村 

ハンドブック

（部） 

シート 

（セット） 

FSテキスト

（部） 

Tシャツ 

（枚） 

FS手帳 

（部） 

FTテキスト

（部） 

2017 ４ ９９０ ６５０ １６１ ３２ ３０ ６ 

2018 １０ １，２７７ ７１７ ３２０ １５２ ５０ ２２ 

2019 ３０ ６，３８５ ４，０２０ ９５８ ３３６ ５５９ １０２ 

2020 ２８ ４，６８６ ２，０９０ ６２１ １１６ ４８０ ６７ 

2021 ４０ ８，４８５ ２，６０４ ９２１ ３３８ ５４８ ８３ 

2022 ４６ ８，４９８ ２，８４５ １，００５ ５２８ ５２５ ８２ 

＊外注の資材：ハンドブック、シートセット、FSテキスト 

②ＦＣデータ電子化受託事業  

・今年度のデータ電子化受託件数は３，１４９件で前年実績２，１５５件の約１．５倍となった。

市町村の多くでコロナ前のＦＣ実施規模に戻りつつあると考えられる。 

・一方で、受託契約中の市区町村のＦＣ実施件数が伸びていない状況とＦＣを導入した市区町村との新

規の受託契約が少ないこともあり現在の２倍、３倍に件数が伸びるにはあと数年かかる見込みである。 

・現在のＦＣデータ処理システム（シート記入・読取方式、フィードバックデータ活用など）の課題や

今後の解決策につき関係者間（株式会社麻生情報システム、富士フィルムビジネスイノベーションジャ

パン、ＩＯＧ（神谷氏））でＷｅｂ会議を隔月開催して、自治体のＦＣ導入状況、ＩＯＧの研究状況な

どの情報共有化を図り今後のデータ電子化事業の対応策などを検討している。 

表８．【データ電子化受託業務市区町村数（2018年～2022 年）の実績推移表】 

 2018 2019 2020 2021 2022 
【市区町村数】 ３ ２０ １２ １４ １５ 

①ＦＣキット ― ５，６５０ ５，６５０ ３，７００ ３，２５０ 

②ＩＤカード ― ５，５２３ ３，６００ ２，０００ ２，０００ 

③データ電子化受託件数 ― ４，４３６ １，２６３ ２，１５５ ３，１４９ 

＊③市区町村別 

千葉県 （柏市） 

神奈川県（８市町村） 

長野県 （川上村） 

石川県 （金沢市） 

静岡県 （沼津市） 

岐阜県 （安八町） 

 〃  （神戸町） 

 〃  （輪之内町） 

三重県 （東員町） 

和歌山県（紀の川市） 

鳥取県 （境港市） 

徳島県 （那賀町） 

高知県 （仁淀川町） 

 〃  （南国市） 

福岡県 （飯塚市） 

 〃  （嘉麻市） 

 〃  （八女市） 

 

実装試験 

 

 

 

 

 

 

 

 

実装試験 

 

 

 

 

実装試験 

 

 

１，０４１ 

＊１，０６８ 

５８ 

― 

５５ 

２３７ 

７８ 

９９ 

― 

７１３ 

３４１ 

６７ 

１０４ 

― 

５２４ 

５１ 

― 

  

 

４３６ 

＊７９ 

８１ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

― 

０ 

６８ 

８３ 

２０７ 

― 

２８６ 

２３ 

― 

 

５９９ 

＊２５８ 

５２ 

８６ 

０ 

２２８ 

６３ 

１３５ 

― 

０ 

１３２ 

１４６ 

１５８ 

１２ 

２４５ 

２１ 

２０ 

 

１，１５５ 

＊２６９ 

５３ 

１８４ 

０ 

１８０ 

１１２ 

９６ 

１３４ 

― 

１８３ 

１５５ 

１１３ 

５８ 

３６９ 

２７ 

６１ 

＊2019年（神奈川県の特別プロジェクト（８市町村参加）＊2020年から三浦市のみ電子化継続 
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③協議会・ＡＤ・財団のフレイル予防事業の取組み状況 

フレイル予防啓発の“伝道師”として各地で啓発活動に取り組んでいる協議会・ＡＤに対して全国

大会、ブロック会議、認定研修などを通じてフレイル予防事業の基本方針を説明している。また、 

広報ツール（季刊いきがい、ＨＰ、Ｗｅｂいきがい）で、辻理事長のメディア寄稿記事、ＩＯＧの

ＨＰ掲載ニュース、辻理事長のメディア寄稿記事、協議会のフレイル予防への取り組み事例などを

掲載・配信してＡＤのフレイル予防に関する知識のアップデイトと啓発意識向上に努めている。 

表９．【協議会・ＡＤのフレイル予防への取組み状況 ２０２３年４月現在】 

都道府県 協議会 ＡＤ 財団関連 

北海道（札幌市） 

 

・フレイル予防啓発 

（セミナー開催など） 

・協議会会長（看護師） 

・美幌町導入活動中 

・北海道健生支援 

千葉県 （＊柏市） 

・市川市、茂原市 

・フレイル予防啓発 

 

・ＦＳ活動 （＊データ電子化受託） 

・資材供給 

東京都（西東京市） 

文京区、豊島区など 

・フレイル予防啓発 

（セミナー開催など） 

・ＦＳ活動 

・ＦＳ連合連絡会幹部 

・資材供給（一部） 

神奈川県（かなふく） 

（＊三浦市） 

神奈川県連携事業への 

支援（2018～2019年） 

・上級ＦＴ（江口ＡＤ） 

（東日本エリア担当） 

・支援ＦＳ（４０名） 

 

（＊データ電子化受託） 

山梨県（笛吹市） 

・北杜市 

予防セミナー開催 

 

・ＦＳ活動 ・資材供給 

新潟県（新潟市） 

長岡市 

・新潟市ＦＣ運営協力 

・フレイル予防啓発 

・ＦＳ活動（２５名） 

 

・資材供給 

和歌山県(＊紀の川市) 

岩出市 

・フレイル予防啓発 ・上級ＦＴ（谷口ＡＤ） 

（西日本エリア担当） 

（＊実装試験） 

岡山県（岡山市） 

美作市 

・フレイル予防啓発 ・協議会会長（医師） 

（専門的立場で指導） 

 

・資材供給 

徳島県（＊那賀町） 

三好市など７市町村 

・フレイル予防啓発 

・導入支援活動 

・勉強会、関連セミナー 

 の開催 

（＊データ電子化受託） 

資材供給 

福岡県（＊飯塚市）  

＊嘉麻市、＊八女市 

・フレイル予防啓発 

 

 （＊データ電子化受託） 

 

④東京大学（ＩＯＧ）主催 第６回全国フレイルチェックの集い 

・主催者を代表して飯島機構長からコロナ禍に負けずフレイルチェックの全国展開を目指し全員で

知恵を出し合い頑張ろうとの挨拶があり、ＩＯＧから全国のＦＣ最新の展開状況とＦＣデータの解

析結果などの説明あった。 

・その後、全国の市区町村からの取り組み状況のリレー報告と全国フレイルサポーター連合連絡会

から活動報告があった。 

・最後に辻理事長から本日の集いの講評と“フレイル予防啓に関する有識者委員会の声明と提言”

に言及され、今後ともフレイルチェックの全国普及に全力で取り組もうとの決意表明がなされた。 

表１０．【第６回全国フレイルチェックの集いの概要】 

項目 内容 

①開催日時 ２０２３年２月１５日１２時半～１６時（オンライン開催） 

②参加自治体数  １００以上（フレイルチェック導入自治体 ９５） 
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③視聴参加者数 

 

・フレイルトレーナー＆サポーター（約８００名） 

・オブザーバー（２００名）＊自治体、民間企業など 

④プログラム 

 

 

第１部：フレイル予防の全国展開―最新動向レポートー 

   （ＩＯＧ：飯島先生、田中先生） 

第２部：全国のみんなで創り上げるフレイルチェック活動 

    各地の取り組みを知ろう 

（全国参加自治体リレー） 

第３部：皆で考えるこれからのフレイル予防―誰に伝える？何を伝える？ 

    何ができる？― 

   （ＮＰＯ法人全国フレイルサポーター連合連絡会からの報告） 

【当財団関連事項】 

 

・オンライン参加者数 約５０名（協議会、ＡＤ、財団本部） 

・ＡＤ（谷口上級トレーナー挨拶、石井西東京市サポーター進行役） 

・辻理事長の講評 

 

（３）事業収支 

 今年度の事業収入は、予算並みの７，７９２千円（対予算１％減）となった。事業費は、予算を

大幅に下回る６，４０８千円（対予算２２％減）となった。この結果、事業収支（粗利益）は、

１，３８４千円となり事業開始後に初めて粗利益の段階でプラスとなった。 

・資材供給事業は、ＦＣ導入自治体の増加などで収入は対予算２０％の増加となった。 

・データ電子化受託事業は、前年度に比べ受注件数が約５０％増加したが、コロナ前の規模に回復

しておらず、収入では対予算２１％の減少となった。一方、支出は３８％の減少であった。 

・事業推進・活動費では、フレイル啓発活動として５月に設立された「ＮＰＯ法人全国フレイルサ

ポーター連合連絡会」の賛助会員入会費３０千円と年会費３００千円を拠出した。 

表１１．【フレイル予防事業収支（単位 千円）】  

科目 予算額 

(1) 

決算額 

(2) 

差異 

(2)-(1) 

対予算比％ 

(2)÷(1) 

①事業収入 

（資材供給事業） 

（データ電子化受託事業） 

７，８５４ 

（３，８６２） 

（３，９９２） 

７，７９２ 

（４，６３８） 

（３，１５４） 

△６２ 

（７７６） 

（△８３８） 

９９ 

（１２０） 

（７９） 

  

②事業費支出 

（資材供給事業） 

（データ電子化受託事業） 

（事業推進・啓発活動費） 

８，１９７ 

（２，４５０） 

（５，２４７） 

（５００） 

６，４０８ 

（２，８３２） 

（３，２４５） 

＊（３３０） 

△１，７８９ 

（３８２） 

（△２，００２） 

( △１７０) 

７８％ 

（１１６） 

（６２） 

（６６） 

③事業収支（粗利益）①－② △３４３ １，３８４ １，７２７ ― 

 

４．１００歳大学普及事業 

（１）事業概況 

 今年度は、各協議会が１００歳大学の再開、開校準備などに努力した結果、滋賀県の栗東市、甲

賀市で再開された。また、和歌山市では昨年に引き続きわかやまコンパクト１００歳大学を開催し

た。他の協議会でも対象自治体への普及啓発活動に取り組んでおり、表１２に示すように各地域で

１００歳大学の理念を活かした特徴のある取組み状況が進みつつある。 

（令和４度の受講者数） 
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・１００歳大学（滋賀県）：栗東市（１０名）甲賀市（３５名）＊５名がＡＤ資格登録者 

・わかやまコンパクト１００歳大学：和歌山市（１６名）＊３名がＡＤ資格登録者 

 

（２）主な取組み事項 

全国の１０協議会が参加して大学Ｗｅｂ会議を３回開催した。内容は、財団の１００歳大学普及

事業方針の説明、各協議会の取組み状況や課題の発表、國松副理事長のアドバイスを含む総評であ

る。一連の会議を通じて取組みのポイント確認と情報共有化によるシナジー効果が出つつある。 

・滋賀県健生の基本モデルの他に各協議会で取組み中の複数の実行モデルが生まれつつある。 

・國松副理事長の提唱理念（老いの義務教育）に基づく１００歳大学を最終目標とする意識統一。 

・会議記録や協議会の取組み状況をいきがいなどで詳細に報告。情報共有化の促進。 

表１２．【令和４年度の全国協議会１００歳大学普及事業への取組み状況】 

都道府県 市町村名＆名称 健生協議会 特記事項 

滋賀県 

 

 

①栗東市②湖南市③甲賀市（野洲市・守山市） 

・國松副理事長（全国普及啓発講演、研修など） 

・宮川理事長 （事業運営、講義、指導役など） 

健康福祉総研

＆滋賀健生 

・発祥の地（栗東市） 

・基本モデル 

・事業推進の中核協議会 

和歌山県 

 

①和歌山市（わかやまコンパクト 100歳大学）開催 

・令和 5年度 本格開催を目指す 

和歌山健生 ・推進会議立上げ 

（県議、市議の加入） 

三重県 

 

①四日市市、津市、鈴鹿市でプレ１００歳講座 

・各市の老人大学のカリキュラムへ組入れ 

花井ＡＤ ・一社１００歳大学設立 

・宝くじ助成金活用 

新潟県 ①長岡市 令和 3年度プレ 100歳大学開催 

・令和 5年度 長岡 100歳大学＆大学院をスタート 

長岡健生 

 

・市議ＡＤが推進役 

（産学官民連携の体制） 

神奈川県 

 

①かながわ人生１００年時代ネットワークに参加 

②横浜市 シニアのためのいきいき未来講座実施 

③川崎市 令和 5年度ミニ 100歳大学（仮称）開催 

神奈川健生 ・参加団体（１５８） 

・有力幹部議員の協力 

・川崎市での活動積重ね 

千葉県 ①船橋市 ②我孫子市などにワーク中 

・老人大学などのカリキュラム組入れ検討 

健生千葉県連 ・大和ＡＤの地元 

・実現可能な方法検討中 

北海道 ①千歳市、室蘭市（令和２年セミナー開催） 

・地元の民間企業とのコラボ検討 

健生北海道 ・北海道新聞記事掲載 

・渡邊会長のつながり 

石川県 ・Web会議参加 石川健生  

京都府 ・Web会議参加（京都 SKY）國松副理事長講義 京都健生  

岡山県 ・Web会議参加 健生おかやま  

 

（３）事業収支 

各地の協議会が地元自治体の受託事業として実施しており財団の直接的な収入はないが、財団テキ

ストや１００歳大学の手引きが講義教材として使用された場合に財団の＊資料代収入となる。 

また、滋賀健生の１００歳大学や和歌山健生のコンパクト１００歳大学の修了者がＡＤ資格を取得

した場合に財団の＊認定登録料収入となる。（＊ＡＤ養成事業の事業収入に含む） 

表１３．【１００歳大学普及事業収支（単位 千円）】  

科目 予算額 

(1) 

決算額 

(2) 

差異 

(2)-(1) 

対予算比％ 

(2)÷(1) 

①事業収入 ― ― ― ― 

②事業費支出 ３００ １７５ △１２５ ５８％ 

③事業収支（粗利益）①－② ― ― ― ― 
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５．業務受託事業 

令和２年度から一般財団法人 全国退職教職員生きがい支援協会発行の交流誌「NEWS LETTER」の

制作受託に加えてアドバイザー地域ボランティア交流会（ＡＤ講師）」の運営を受託した。今後と

も当該支援協会とは、高齢者の健康・生きがいづくり活動分野での連携・協力関係を深める方針で

ある。 

表１４．【業務受託事業収支（単位 千円）】 

科目 予算額 

(1) 

決算額 

(2) 

差異 

(2)-(1) 

対予算比％ 

(2)÷(1) 

①事業収入 ２，５２９ ２，９６５ ４３６ １１７％ 

②事業費支出 １，６００ １，４５５ △１４５ ９１％ 

③事業収支（粗利益）①－② ９２９ １，５１０ ５８１ １６２％ 

 

６．８０歳からの生き方研究会 

 協議会の活動を担うＡＤの高齢化が進み活動の低下が顕著となりつつある中で、８０代のライフ

スタイルを研究し、人生１００年時代に見合った「生き方」を提案するとともに、ＡＤ及び協議会

の活性化と持続的な発展のヒントを探る目的で、令和２年１２月に本研究会を立ち上げた。その

後、令和４年度まで研究会活動を継続して成果物として出版事業、講座事業へ取り組んだ。 

・出版事業：「８０代からのいきいきライフ～８０歳からの輝いて生きる自分をつくる～」を文芸

社から４年１２月１５日に発売した。（詳細:表１５） 

・講座事業：モデル講義を実施して講座テキスト、講義のＤＶＤ等を制作して各地域の協議会での 

 一般向けの講座開催や協議会メンバーの勉強会の支援を行った。（詳細:表１５） 

【世話役の吉田副理事長が各地域の講座から学んだ事項】  

・７５歳ぐらいから老化現象が激しくなって肉体的には厳しくなるが、精神的には前向きな人は元

気に過ごすとにつながる。 

・８０代で元気に過ごす人は健康づくりに取り組むとともに、自分の生きがいに向かって仲間と共

に活動している人が多い。 

・８０代の行動範囲は地域中心型で、生活の中で男性は家事労働を取入れることが大切になる。 

・６０・７０代との交流には８０代はリーダー・世話役からキャリアを活かして支援型でサポート

することが望まれる。 

・８０代はフレイル（虚弱）状況の人も増えるので、大事なことは孤独にならないで地域とできる

範囲での生きがいづくりの実践が大事である。 

・健康生きがいづくりアドバイザーは２０１８年の調査で８０歳以上の方は一般の高齢者（内閣府

データ２０１７年）と比較すると健康度が１６％高い。その原因は生きがいを大切にすることでは

ないかと考える。 

表１５．【８０歳からの生き方研究会の概要】 

年度 主な活動内容 

令和２年度 ＊１２月「８０歳からの生き方研究会」を設立 

・メンバー（８０歳を超えるＡＤ５名＋財団（吉田、松浦、小川、木村） 

・月に１回開催 ３時間（対面とオンライン併用のハイブリッド方式） 

・令和３年９月目標に「報告書」を作成 
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令和３年度 ＊ＡＤ全国大会（１１月）にてシンポジウム開催（２５３名視聴参加） 

（青木研究会座長の講演、研究会の報告書発表、アンケ―ト調査） 

＊研究会成果物の活用ステージ 

・講座事業：全国ＡＤ協議会と連携して講座事業を各地で展開する準備 

・出版事業：令和４年 11月発刊目標に出版社の選定を検討 

・３月開催の財団定例理事・評議員会で報告 

令和４年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

①講座事業の推進 

・川口健生協議会の協力を得てモデル講義開催（ＤＶＤ作成） 

・講座開催協議会 （京都、財団本部、神奈川、岡山、徳島など） 

・勉強会実施協議会（奈良、埼玉彩の会など） 

②出版事業の推進 

・研究会の成果を広く世に問うべく「８０代からのいきいきライフ」を１２月 

 文芸社から発行。初版１，２００部（５８０部は財団がＡＤなどに販売、 

６２０部は大手書店、アマゾン等で一般販売） 

・令和４年度（財団販売：約４５０部、一般販売：３５０部） 

③ＡＤ全国大会（１１月）にてシンポジウム開催（１５０名視聴参加） 

・吉田副理事長より講座・出版に関する最新情報を提供 

④令和５年度以降の方針 

・協議会での講座開催・勉強会の推進をサポート（講師、資材など） 

・出版本の販売実績を踏まえて今後の利活用方法を検討する 

 

７．人生１００年時代の健康・生きがい新研究会  

 ８０歳からの生き方研究会の成果物である講座「人生１００年時代・サードライフ充実講座」の

オンライン講座が令和４年１月に開催され参加した７０名を超える全国のＡＤの意見を参考にして 

令和４年度から全国各地の５０～８０代の公募に応じたＡＤをオンラインでつないだ「人生１００

年時代の健康・生きがい新研究会」を６月に発足した。下記の表１６が主な概要である。 

      表１６. 【人生１００年時代の健康・生きがい新研究会の概要】 

項目 主な内容 

研究会 ＊６月発足 原則毎月１回３時間（オンラインＺｏｏｍによる研究会） 

・第１回（６月）～第１０回（３月） 

研究会メンバー ＊ＡＤメンバー（１５名：男性１０名、女性５名）ボランティア参加 

・年代（５０代・３人、６０代・４人、７０代・４人、８０代・４人） 

・財団（吉田、松浦、藤村、小川主任研究員（世話役）） 

研究会の目標 

 

 

 

 

 

 

 

＊人生１００年時代の新ステージに向けた幸福感（健康・生きがい）の獲得 

およびＡＤの社会的役割の再認識と協議会の発展の方向性尚について。調査・

研究を進め解決のヒントを探るとの趣旨で下記の３点を目標とした。 

・全国レベルでの会員間の情報交換・交流とＡＤ活動活性化の促進 

・点（個人）の活動からネットを利用した線（情報共有）及び節（協議会） 

活動への拡大 

・地域課題の解決に向けた実践的な活動事例。取組みの発掘並びに多世代交流

を通じた健康・生きがいづくり活動の研究と提言 

研究テーマ 

「成果報告タイ

トル（テーマ） 

 

＊４部会（Ａ～Ｄの４グループ編成） 

①女性の社会参加＆都市と地方の活動モデル部会（Ａ４名：男性２＋女性２） 

「シニアの活性化について～女性の社会参加・地方の実践活動の視点から～」 

②スマートフレイル部会（Ｂ５名：男性３＋女性２） 

「百歳まで輝き続ける「スマートフレイル」のライフスタイルをこの手に」 



 12 

 

③多世代交流部会（Ｃ２名：男性１＋女性１） 

「地域の居場所に出かけよう」 

④ネットによるつながり部会（Ｄ２名：男性２） 

「社会のつながりを保つためにネットでつなぐ交流」 

成果報告 

 

 

＊第１０回（３月）の最終研究会で各メンバーから研究内容につき発表。 

・研究成果の報告（概要版）については、いきがい１５８号（４月）および 

 １５９号（７月）で紹介 

令和５年度に開 

催予定の新研究 

会Ⅱの情報 

 

＊令和５年度は、新研究会Ⅱとしてメンバーを新しく公募して後半より開始す

る計画で進めている。小川主任研究員が同じく世話役を務める予定である。 

・研究テーマ案として「つながりと共感で地域共生社会を創る」をベースに 

 「多世代交流」と「ＩＣＴ活用・ネットの交流」を考えている 

＊詳細は、いきがい１５８号（７月発行）に掲載の予定である。 

 

８．全国協議会ブロック会議 

全国の協議会にとって貴重な情報交換と交流の場であるブロック会議は、毎年４～７月に実施さ

れている。最近は、協議会の活動実績や計画や課題などにつき相互の発表や意見交換を通じて協議

会活動の活性化やＡＤ会員の拡大を目指している。令和３年度よりコロナ禍を考慮してオンライン

による会議に変更した。令和４年度は、財団から國松副理事長、吉田副理事長、松浦常務理事が参

加、財団事業方針や特別プロジェクト（８０歳からの生き方研究会＆新研究会）につき説明、その

後に各協議会からの活動実績と計画の説明、質疑応答や意見交換を経て、最後に國松副理事長から

まとめ（総評）が行われた。 

表１７．【令和４年度全国ブロック会議の実施状況】 

ブロック 開催日 幹事 

協議会 

参加協議会 

〇数字は協議会数 

備考 

北海道・東北 7 月 9 日 北海道 北海道   

首都圏・関東 7 月 16 日 

（3 時間） 

東京 東京③ 神奈川 埼玉③ 千葉② 

茨城 栃木 山梨  

 

北信越 ７月 30 日

（2 時間） 

石川 新潟② 富山 石川  

中部 中止 ― 静岡 愛知 三重   

近畿 6 月 25 日 

（3 時間） 

奈良 滋賀 京都 大阪② 兵庫 奈良 

和歌山 ＊徳島 

＊オブザーバー参加 

中国・四国 6 月 11 日 

（2 時間） 

岡山 岡山 広島 山口 徳島 

＊和歌山 

＊オブザーバー参加 

九州 中止 福岡 福岡 大分   

                 

９．第 29 回健康生きがいづくりアドバイザー全国大会 

今年度の第２９回大会は、昨年同様にコロナ禍の影響により１１月１３日（日曜日）の午後に

オンラインで開催した。全国各地からＡＤが視聴参加し理事長他の財団関係者を含めると１６０

名がオンラインでつながった。大会テーマ「“つながりと共感で”地域共生社会を創る～今こそ

アドバイザーが担い手に！」を掲げ、人生１００年時代のアドバイザーのあり方と活動の方向に

焦点を当て、財団事業方針の説明、理事長の講話、二つの分科会、全体講評の順で行われた。 
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    表１８．【第 29 回健康いきがいづくりアドバイザー全国大会の主なプログラム】 

時間 プログラム（13:00～16:45） 講演者・発表者 

15 分 開会挨拶「財団事業方針」 松浦常務理事 

30 分 １．講話「人生１００年時代のアドバイザーのあり方について」 辻理事長 

60 分 ２．シンポジウム「アドバイザーの魅力度アップを目指して」 

（協議会からの報告と意見交換） 

（１）ＡＤ養成講座の参加者増加の工夫策（３協議会） 

（２）ＡＤ育成策のフォロー体制、活動支援策（2 協議会） 

藤村事務局長 

 

協議会からの代表 

〃 

60 分 ３．シンポジウム②「人生 100 年時代の健康生きがい新研究会」

からの中間報告 

（１）新研究会の目的と今後の方向性 

（２）４部会からの中間報告 

・研究テーマ「女性の社会参加」「多世代交流」「スマートフレ

イル」「ネットによるつながり」 

（３）「80 代からの生き方研究会」成果物完成報告 

 ・出版（80 歳からのいきいきライフ） 

 ・講座（人生 100 年時代・ライフスタイル充実講座） 

小川新研究会主任 

 

 

部会メンバー代表 

 

 

吉田副理事長 

25 分 ５．全体講評 國松副理事長 

20 分 閉会挨拶 吉田副理事長 

（季刊いきがい 157号（令和 5年１月）の２～８頁に報告掲載） 

 

１０．健康生きがい学会第 12 回大会    

今年度の第 12回健康生きがい学会は、昨年同様にコロナ禍の影響により１１月１２日（土曜

日）にオンラインで開催された、 

全国各地のＡＤに加えて講演者・発表者などの関係者を含めると約１００名がオンラインでつ

ながった。大会テーマ「ポスト・コロナ【人新生】に向けた健康生きがい活動」を掲げ、継続的

に取り組む持続可能な健康生きがい活動に焦点を当て、実行委員長挨拶、会長・辻理事長挨拶、

記念講演、五つの分科会、全体会・理事会報告が行われた。 

 

表１９．【令和 4 年度 健康生きがい学会第１２回大会プログラム】 

時間 主要プログラム（10:30～15:00） 

15 分 実行委員長挨拶       松山博光（大妻女子大学大学院人間文化研究所 教授） 

 会長・理事長挨拶     辻 哲夫  (東京大学高齢社会総合研究機構 客員研究員) 

60 分 １．記念講演「高齢期の健康生きがいについて～在宅医療の実践の視点から～」 

蘆野吉和 (日本ホスピス・在宅ケア研究会 理事長) 

90 分 ２．分科会 

・第１分科会「フレイル予防と健康生きがい」 

  座長：神谷哲朗（東京大学高齢社会総合研究機構 学術支援専門職員） 

・第 2 分科会「在宅医療と健康生きがい」 

  座長：新田國夫（医療法人社団 つくし会新田クリニック） 

・第 3 分科会「ロボットの活用と健康生きがい」 

  座長：和田一義（東京都立大学システムデザイン学部 准教授） 

・第 4 分科会「地域共生と生きがい」 

  座長：松山博光（大妻女子大学） 
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・第 5 分科会「人生 100 年時代の学習と健康生きがい」 

  座長・國松善次元滋賀県知事、（一財）健康・生きがい開発財団 副理事長） 

15 分 ３．全体会および理事会報告 

5 分 閉会の辞 

 

１１．広報活動      

（１）広報関連 

①季刊いきがい（ＡＤ登録者へ配付の交流誌（４回発行） 

・主な構成（巻頭言、財団事業の紹介・報告、財団ネットワーク、地域協議会・ＡＤだよりなど） 

号 発行 主な特集記事 

１５４ ４月 令和４年度財団事業計画、フレイル予防（東大ＩＯＧ、江口上級ＦＴ活動報告） 

１５５ ７月 財団主催講座紹介・報告、１００歳大学、人生１００年時代の健康を考える 

１５６ １０月 １００歳大学（長岡、和歌山の取組み紹介）、ＩＯＧ・フレイル予防 

１５７ １月 第２９回ＡＤ全国大会報告、８０代からのいきいきライフ紹介など 

②財団ＨＰの掲載記事の充実化 

・お知らせ（ＡＤ養成講座・研修日程など）に加えて財団事業関連（フレイル予防、１００歳大学

など）に関する情報を増やした。 

③Ｗｅｂいきがい（健生財団メールマガジン ＡＤ資格取得者など６５０名に毎月配信） 

・財団からのお知らせ（上記）に加えて、健康・生きがい関連情報の提供を強化した。 

④財団事業案内（第２版）作成 一部の掲載事項をアップデイト 

・基本パンフレットしてＡＤ養成講座、認定研修、協議会のセミナー。イベントなどで使用 

⑤フレイル予防啓発冊子作成（東大ＩＯＧ飯島先生監修 社会保険出版社制作・発売） 

・当該冊子の表紙に財団名とロゴを印刷して協議会、ＡＤに無償・有償で提供（２，０００部） 

 

（２）公益財団法人 さわやか福祉財団主催「いきがい・助け合いサミット」 

・令和４年９月に東京（港区）で開催された「いきがい・助け合いサミット」へ参加した。 

 財団は後援団体としてポスター出展、また、岡山健生もポスター展示で参加した。 

・ポスター展示場でＡＤ養成事業に関する情報提供（チラシ配付）を財団大和ＡＤが行った。 

・岡山健生からは、４名の協議会メンバーが上京してポスター説明や会場を視察した。 

 

【Ⅲ】財団の運営等 

１．理事会の開催 

（１）第１回理事会 

   書面決議日 令和４年６月１４日  

   形式 定款第３７条に基づく書面表決よる開催 

   議題 第１号議案 令和３年度事業報告 

      第２号議案 令和３年度収支決算 

      第３号議案 評議員会の招集について 

（２）臨時理事会  

   書面決議日 令和４年７月８日 
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   形式 定款第３７条に基づく書面表決による開催 

議題 第１号議案 理事長、副理事長、常務理事の選定について 

（２）第３回理事会  

   日時 令和５年３月２３日 

   形式 WEB会議（Zoomによる） 

議題 第１号議案 令和５年度事業計画 

      第２号議案 令和５年度収支予算 

 

２．評議員会の開催 

（１）第１回評議員会 

日時 令和４年６月２８日 

   形式 WEB会議（Zoomによる） 

   議題 第１号議案 令和３年度事業報告 

      第２号議案 令和３年度収支決算 

      第３号議案 評議員の選任について 

第４号議案 理事の選任について 

      第５号議案 監事の選任について 

  

（２）第２回評議員会  

   日時 令和５年３月２３日 

   形式 WEB会議（Zoomによる） 

   報告 令和５年度事業計画及び令和５年度収支予算について 

       

 

以上 

 

 

 

 

 


